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障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握及び 
その提供体制構築のための調査研究 

 
分担研究報告書 

３．自治体用アンケート 
          分担研究者 石﨑 晶子 昭和大学歯学部講師 

 

 

研究要旨 
過去の厚労科研での障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況に関する調査での調査内容を踏襲し、
2012年から2019年までの7年間の推移を踏まえた障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握お
よびその提供体制構築のための調査研究について自治体へアンケート調査を行ったので報告する。 
154 自治体（47 県、84 市、23 特別区）にアンケートを送付し、121 自治体（43 県、61 市、17 特別区）

より回答を得た。回答率は 78.5％であった。常勤歯科医師は配置されていない自治体が最も多く（47.1％）、

次いで１名配置されている自治体が 38.8％であった。非常勤、嘱託歯科医師は 9 割以上の自治体で配置

されていなかった。常勤歯科衛生士は配置されていない自治体が最も多く（31.4％）、次いで４名以上配

置されている自治体が 28.9％であった。非常勤歯科衛生士は約 6 割の自治体で配置されておらず、嘱託

歯科衛生士や 8 割以上の自治体で配置されていなかった。自治体で「口腔保健支援センターを設置して

いますか？」の質問に「はい」と答えた自治体は 49（40.5％）であった。「地域住民の健康づくりの推進

に係る歯科口腔保健に関する計画を策定していますか」の質問に、「策定している（健康増進計画ととも

に策定）」と答えた自治体が 54.5％と最も多く、ついで「策定している（歯科単独）」と答えた自治体が

42.0％であった。「障害（児）者に関する歯科保健の推進や普及啓発等に係る目標を策定する必要性を感

じますか」の質問に、「必要性は感じるが、策定できていない」と回答した自治体が 67.2％と最も多かっ

た。障害（児）者に対する定期的な歯科検診（健診）の実施体制の整備に係る事業では、普及啓発事業、

地域歯科診療所や高次歯科医療機関との連携事業が 40.7％、口腔保健センターとの連携事業が 24.1％で

あった。その他の事業としては、障害者歯科診療センターの設置、歯科医師会への補助金交付、歯科医

師会との連携事業等があった。障害（児）者のニーズに対応できいない施策や啓蒙活動としては、地域

住民等利用者への情報提供が 65.5％と最も多かった。次いで、地域診療所との情報共有や連携が 60.0％

であった。地域との緊密な連携は、自治体の歯科関係者の増員も一つの手段と考えられた。 
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１．歯科保健事業に従事する職員の配置状況（R2.12.1時点） 

  

常勤歯科医師は配置されていない自治体が最も多く（47.1％）、次いで１名配置されている自治体が

38.8％であった。非常勤、嘱託歯科医師は 9割以上の自治体で配置されていなかった。 

 常勤歯科衛生士は配置されていない自治体が最も多く（31.4％）、次いで４名以上配置されている自治

体が 28.9％であった。非常勤歯科衛生士は約 6 割の自治体で配置されておらず、嘱託衛生士や 8 割以上

の自治体で配置されていなかった。  

常勤保健師は７割以上の自治体で配置されておらず、非常勤、嘱託保健師は 1 自治体を除いて配置され

ていなかった。 

また、歯科専門職のいない自治体（常勤・非常勤・嘱託に関わらず） 

都道府県：青森県、栃木県 

保健所設置市：函館市、八戸市、高崎市、福井市 

特別区：北区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．口腔保健支援センターの設置状況 

２-１口腔保健支援センター設置の有無 

「貴自治体では口腔保健支援センターを設置していますか？」の質問に「はい」と答えた自治体は 49

  全体 0 名 1 名 2 名 3 名 4 名

以上 

不明 平均 

1-1 a. 歯科医師 常勤 121 57 47 9 4 4 0 0.88 

  100.0 47.1 38.8 7.4 3.3 3.3     

1-1 a. 歯科医師 非常勤 121 114 4 3 0 0 0 0.08 

  100.0 94.2 3.3 2.5 0.0 0.0     

1-1 a. 歯科医師 嘱託 121 113 6 0 1 1 0 0.64 

  100.0 93.4 5.0 0.0 0.8 0.8     

1-1 b. 歯科衛生士 常勤 121 38 22 17 9 35 0 2.80 

  100.0 31.4 18.2 14.0 7.4 28.9     

1-1 b. 歯科衛生士 非常勤 121 71 24 5 6 15 0 1.27 

  100.0 58.7 19.8 4.1 5.0 12.4     

1-1 b. 歯科衛生士 嘱託 121 105 3 4 5 4 0 0.48 

  100.0 86.8 2.5 3.3 4.1 3.3     

1-1 c. 保健師 常勤 121 88 14 4 4 11 0 2.05 

  100.0 72.7 11.6 3.3 3.3 9.1     

1-1 c. 保健師 非常勤 121 120 0 1 0 0 0 0.02 

  100.0 99.2 0.0 0.8 0.0 0.0     

1-1 c. 保健師 嘱託 121 121 0 0 0 0 0 0.00 

  100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0     

N＝121 表 1：歯科保健事業に従事する職員の配置状況 
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（40.5％）であった。また、都道府県、保健所設置市、特別区については次のとおりである。 

 

 

   

２-１-１口腔保健支援センターに配置されている職種と雇用形態 

  全体 0 名 1 名 2 名 3

名 

4 名 

以上 

不明 平均 

2-1 a. 歯科医師 常勤 49 11 34 4 0 0 0 0.86 

  100.0 22.4 69.4 8.2 0.0 0.0     

2-1 a. 歯科医師 非常勤 49 39 8 1 0 1 0 2.00 

  100.0 79.6 16.3 2.0 0.0 2.0     

2-1 a. 歯科医師 嘱託 49 48 1 0 0 0 0 0.02 

  100.0 98.0 2.0 0.0 0.0 0.0     

2-1 b. 歯科衛生士 常勤 49 21 17 6 3 2 0 1.04 

  100.0 42.9 34.7 12.2 6.1 4.1     

2-1 b. 歯科衛生士 非常勤 49 22 21 2 1 3 0 0.90 

  100.0 44.9 42.9 4.1 2.0 6.1     

2-1 b. 歯科衛生士 嘱託 49 48 1 0 0 0 0 0.02 

  100.0 98.0 2.0 0.0 0.0 0.0     

2-1 c. 保健師 常勤 49 25 9 8 4 3 0 1.18 

  100.0 51.0 18.4 16.3 8.2 6.1     

2-1 c. 保健師 非常勤 49 44 3 1 0 1 0 0.18 

  100.0 89.8 6.1 2.0 0.0 2.0     

2-1 c. 保健師 嘱託 49 49 0 0 0 0 0 0.00 

  100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0     

  

 

 

常勤歯科医師は 1 名配置されている自治体が 69.4％と最も多かった。非常勤歯科医師は約 8 割の自治

体で配置されておらず、嘱託歯科医師は 1自治体を除いて配置されていなかった。 

 常勤歯科衛生士は配置されていない自治体が 42.9％と最も多く、次いで 1 名配置している自治体が

16.3％であった。 

 常勤保健師は 51.0％の自治体で配置されておらず、18.4％の自治体で 1 名配置されていた。非常勤保

 １はい 2 いいえ 計 

都道府県 29 14 43 

保健所設置市 18 43 61 

特別区 2 15 17 

計 49 72 121 

はい

40.5%
いいえ

59.5%

表 2：口腔保健支援センターに配置されている職種と雇用形態 

図 1：口腔保健支援センターの設置の有無 
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健師は約 9割の自治体で配置されておらず、嘱託保健師を配置している自治体はなかった。 

 

 

 

２-１-2 口腔保健支援センター設置による障害（児）者に対する歯科保健医療サービス向上の効果 

「口腔保健支援センター設置により、障害（児）者に対する歯科保健医療サービスの向上に効果がある

と感じていますか」の質問に、「ある程度感じる」と答えた自治体が最も多く（57.1％）、次いで「あま

り感じない」と答えた自治体が多かった（20.4％）。 

 「十分感じる」と回答した理由としては、関係部署との連携がとりやすくなった、歯科保健医療関係

者に対する研修等ができているなどがあった。 

 「あまり感じない」と回答した理由としては、障害（児）者に対する歯科保健医療サービス事業に特

化したものではないなどがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 十分感じる 2 ある程度       
感じる 

3 あまり           
感じない 

4 全く               
感じない 5 その他 計 

都道府県 3 18 6 0 2 29 
保健所設置市 4 9 4 0 1 18 

特別区 1 1 0 0 0 2 
計 8 28 10 0 3 49 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-１-３ 障害（児）者に関する歯科保健施策の推進における口腔保健支援センターの必要性 

 「障害（児）者に関する歯科保健施策の推進にあたり、口腔保健支援センターの必要性を感じますか」

の質問に、「必要性を感じるが設置は未定である」と答えた自治体が 41.7％と最も多かった。ついで、「あ

まり必要性を感じない」と回答した自治体が 30.0％であった。 

 「必要性を感じるが設置は未定である」と答えた理由として、予算の確保困難や歯科職種の増員の難

十分感じ

る…

ある程度感じ

る…

あまり

感じ…

そ

の

他

6%

N＝49

図 2：口腔保健支援センターの設置の効果 
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しさなどが挙げられた。また、「あまり必要性を感じない」と回答した理由としては、すでに必要な事業

を実施している、県で設置されているなどが挙げられた。 

  

  
 

 

 

 

 

  1 必要性を感じ         
今後設置予定 

2 必要性を感じ

るが、設置未

定 
3 あまり必要性

を感じない 
4 全く必要性を

感じない 5 その他 未回答 計 
都道府県 0 6 5 0 3 0 14 

保健所設置市 0 22 13 1 6 1 43 
特別区 0 2 4 1 8 0 15 

計 0 30 22 2 17 1 72 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．健康増進計画の策定について 

３-１地域住民の健康づくりの推進に係る歯科口腔保健に関する計画策定 

 「貴自治体では、地域住民の健康づくりの推進に係る歯科口腔保健に関する計画を策定していますか」

の質問に、「策定している（健康増進計画とともに策定）」と答えた自治体が 54.5％と最も多く、ついで

「策定している（歯科単独）」と答えた自治体が 42.0％であった。 

 

 

41.7%

30%

3%

24%

1%
必要性を感じ、今後設置を

予定している

必要性を感じるが、設置は

未定である

あまり必要性を感じない

全く必要性を感じない

その他

不明

N＝72 

図 3：口腔保健支援センターの設置の効果 
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３-１-１ 地域住民の健康づくりの推進に係る歯科口腔保健に

関する計画について 

 「歯科単独の計画、もしくは健康増進計画の中に含まれてい

る歯科計画の中に「障害（児）者に関する歯科保健」の推進や

普及啓発等に係る目標を策定していますか」の質問に、「はい」

と答えた自治体は 47.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-１-１-１計画内に策定された障害（児）者の歯科保健に関する目標 

 88 の目標項目の回答があった（56 自治体）。障害者施設における定期的な歯科検診実施率、障害者の

診療に携わる医療機関・歯科医師の増加、特別支援学校における齲蝕、歯肉炎の減少、訪問歯科診療に

関するものなどがあった。 

 

３-１-１-２目標策定のための資料収集 

 27 自治体からの回答があった。障害者支援施設、障害者（児）者入所施設、特別支援学校などを対象

に調査を行っている自治体が多かった。 

 

３-１-１-３障害（児）者に関する歯科保健の推進や普及啓発等に係る目標策定の必要性 

「障害（児）者に関する歯科保健の推進や普及啓発等に係る目標を策定する必要性を感じますか」の質

問に、「必要性は感じるが、策定できていない」と回答した自治体が 67.2％と最も多かった。 

42%

54.5%

2%1% 1%
策定している（歯科単独）

策定している（健康増進計画

とともに策定）

策定する予定（歯科単独）

策定する予定（健康増進計画

とともに策定）

策定しておらず、予定もない

N＝121 

はい

48%

いいえ

52%

N＝117 

図 4：自治体における歯科口腔保健に関する計画の策定 

図 5：歯科口腔保健計画における障害（児）

者に関する歯科保健目標の有無 
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 その他としては、県の目標が策定されている、障害者計画の中に位置づけて取り組んでいる、検討し

たことがないなどがあった。 

 

４．業務内容について 

４-１取り組まれている業務内容 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

1 障害児者に関

する歯科保健施

策の推進 

2 障害児者の歯

科保健に関する

研修会・講座等

の開催 

3 どちらも該当

しない 
4 その他 

都道府県 39/43 34/43 0/43 4/43 

保健所設置市 27/61 22/61 24/61 8/61 

特別区 11/17 5/17 3/17 2/17 

計 77/121 61/121 27/121 14/121 

 

 自治体の 63.6％では、障害（児）者に関する歯科保健施策の推進に取り組まれており、50.4％では、

障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等が開催されていた。 

 その他としては、かかりつけ歯科医の紹介事業、障害（児）者のへの歯科診療の実施などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

４-１-１障害（児）者に関する歯科保健施策の具体的内容 

3%

67.2%

13%

2%
15%

必要性を感じ、今後策

定していく予定

必要性は感じるが、策

定できていない

あまり必要性を感じな

い

全く必要性を感じない

その他

障害（児）者に関する⻭科保健施策の推進 77（63.6％） 

障害（児）者の⻭科保健に関する研修会・講座等の開催 61（50.4％） 

どちらも該当しない 27（22.3％） 

その他 14（11.6％） 

N＝61 

図 6：障害（児）者に関する歯科保健目標策定の必要性 

表 2：自治体にて取り組まれている業務内容 
N＝121 
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障害（児）者に関する歯科保健施策の推進に取り組んでいると回答した自治体のうち、う蝕予防に関す

る事業を行っている自治体が 57.1％、歯周病予防に関する事業を行っている自治体が 45.5％、口腔機能

に関する事業を行っている自治体が 36.4％であった。障害（児）者に対する定期的な歯科検診（健診）

の実施体制の整備に係る事業については、70.1％と最も多くの自治体で実施されていた。 

 その他の事業としては、26 の自治体で専門職人材育成事業が、20 の自治体で障害者歯科診療に関する

情報提供事業が実施されていた。 

 う蝕予防に関する事業では、普及啓発事業が 56.8％と最も多く、フッ化物塗布事業、フッ化物洗口事

業はそれぞれ、31.8％、25.0％であった。齲蝕予防に関するその他の事業としては、歯科健診、歯科保

健指導などが挙げられた。 

 歯周病予防に関する事業では、普及啓発事業が 60.0％と最も多く、次いで口腔清掃指導事業が 57.1％

であった。歯周病検診事業は 25.7％の自治体で実施されていた。歯周病予防に関するその他の事業とし

ては、口腔保健センターでの歯科診療などがあった。 

 口腔機能に関する事業では、摂食嚥下事業が 60.7％と最も多かった。ついで普及啓発事業（35.7％）、

口腔習癖予防事業（14.3％）、食育事業（10.7％）であった。 

 

  
 

 

 

障害（児）者に対する定期的な歯科検診（健診）の実施体制の整備に係る事業では、普及啓発事業、地

域歯科診療所や高次歯科医療機関との連携事業が 40.7％、口腔保健センターとの連携事業が 24.1％であ

った。その他の事業としては、障害者歯科診療センターの設置、歯科医師会への補助金交付、歯科医師

会との連携事業等があった。 

  

４-１-２障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等の具体的内容 

  

27%

26.8%16%

30%

普及啓発事業

地域歯科診療所や高次歯

科医療機関との連携事業

口腔保健センターとの連

携事業

その他

う蝕予防に関する事業 44（57.1％） 

⻭周病予防に関する事業 35（45.5％） 

⼝腔機能に関する事業 28（36.4％） 

障害（児）者に対する定期的な⻭科検診（健診）の実施体制の整備に係
る事業 

54（70.1％） 

その他 45（58.4％） 

表 3：障害（児）者に関する歯科保健施策の具体的内容 N＝77 

図 7：障害（児）者に対する定期的な歯科検診（健診）の実施体制の整備に関わる事業の内訳 

N＝54 

表 4：障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座の対象者 
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障害者歯科への地域や理解を深めることを目的とした研修会・講座等は、歯科医師・歯科衛生士向けに

開催されているものが、68.9％と最も多く、次いで障害（児）者支援施設向けが 55.7％、歯科以外の医

療従事者向けが 27.9％であった。 

 その他としては、サービス利用者の保護者向け、歯科保健に従事する庁内専門職向けなどがあった。 

 

４-１-３ 障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等のテーマ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等のテーマとしては、「障害（児）者に関する知識や理解

の推進」が 78.7％と最も多く、ついで「ブラッシング方法等の歯科保健指導について」が 62.3％、「摂

食嚥下や構音機能等の口腔機能について」が 54.1％であった。 

その他としては、「かかりつけ歯科医をもつことの重要性」や「障害（児）者の歯科診療方法について」

などがあった。 

 

４-１-４障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等の開催頻度 

 障害（児）者の歯科保健に関する研修会・講座等の開催頻度は年に 2～3 回、依頼があったときなど、

その他と答えた自治体が多く、次に年に 1回が 29.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⻭科医師、⻭科衛⽣⼠向けに開催 42（68.9％） 

⻭科以外の医療従事者向けに開催 17（27.9％） 

障害（児）者⽀援施設向けに開催 34（55.7％） 

特別⽀援学校の教職員向けに開催 15（24.6％） 

地域住⺠、利⽤者向けに開催 8（13.1％） 

その他 8（13.1％） 

不明 1（1.6％） 

ブラッシング⽅法等の⻭科保健指導について 38（62.3％） 

う蝕の説明や予防について 27（44.3％） 

⻭周病の説明や予防について 26（42.6％） 

障害（児）者に関する知識や理解の推進 48（78.7％） 

摂⾷嚥下や構⾳機能等の⼝腔機能について 33（54.1％） 

その他 8（13.1％） 

N＝61 

N＝61 表 5：障害（児）者に関する研修会・講座等のテーマ 

図 8：開催頻度 

N＝61 
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４-２ 連携を図っている施設や機関 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 地域              
歯科診療所 

2 高次              
歯科医療機関 

3 高次              
医療機関 

4 地域               
歯科医師会 

5 口腔保健        
センター 6 連携なし 7 その他 

都道府県 19/43 15/43 9/43 33/43 18/43 0/43 8/43 
保健所設置市 16/61 12/61 6/61 57/61 15/61 2/61 5/61 

特別区 4/17 4/17 1/17 15/17 6/17 0/17 0/17 
計 39/121 31/121 16/121 105/121 39/121 2/121 13/121 

 

連携を図っている施設や機関等としては、地域歯科医師会と答えた自治体が 86.8％と最も多く、次いで

障害（児）者歯科診療が可能な地域歯科診療所、口腔保健センターがともに 32.2％であった。その他と

しては、障害者福祉サービス事業所、県歯科医師会などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害（児）者⻭科診療が可能な地域⻭科診療所 39（32.2％） 

⾼次⻭科医療機関（⼤学病院の⻭科等） 31（25.6％） 

⾼次医療機関（医科病院等） 16（13.2％） 

地域⻭科医師会 105（86.8％） 
⼝腔保健センター 39（32.2％） 

連携なし 2（1.7％） 

その他 13（10.7％） 

不明 1（0.8％） 

表 6：連携を図っている施設や機関 N＝121 
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４-３ 障害（児）者が専門的な歯科治療を受けられる施設、提供体制についての相談の有無 

 「障害（児）者が専門的な歯科治療を受けられる施設等、提供体制についての相談を受けることがあ

りますか？」との質問に「はい」と回答した自治体は 71.9%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １はい 2 いいえ 計 

都道府県 25 18 43 

保健所設置市 49 12 61 

特別区 13 4 17 

計 87 34 121 

 

４-３-１ 障害（児）者の歯科医療提供体制についての相談内容 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 障害（児）者が専門的な歯科治療を受けられる施設、提供体制についての相談の内容としては、「障害

（児）者歯科診療が可能な地域歯科診療所の紹介」が 82.8％と最も多かった。 

 その他としては、診療可能な内容、摂食嚥下指導が受けられる施設についてなどがあった。 

 

障害（児）者⻭科診療が可能な地域⻭科診療所の紹介 72（82.8％） 

障害（児）者⻭科診療が可能な⾼次⻭科医療機関の紹介 

（ ⼤学病院の⻭科等 ) 

28（32.2％） 

⼝腔保健センターの紹介 30（34.5％） 

その他 8（9.2％） 

不明 1（1.1％） 

N＝121 

表 6：相談内容 N＝87 

N＝121 

はい

71.9%

いいえ

28.1%

図 9：障害（児）者の歯科医療提供体制の相談の有無 
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４-４ 歯科口腔保健の推進に関する法律の認知 

 「歯科口腔保健の推進に関する法律（通称：歯科口腔保健法）の中に障害者等が定期的に歯科検診（健

診）または歯科治療を受けることができるようにするとした内容が記載されていることをご存知です

か？」の質問に「よく知っている」と答えた自治体が 71.9％と最も多かった。「あまり知らない」、「全く

知らない」は合わせて 8.2％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 よく            
知っている 

2 やや            
知っている 

3 あまり           
知らない 

4 全く              
知らない 5 その他 不明 計 

都道府県 34 6 1 1 0 1 43 
保健所設置

市 43 12 3 3 0 0 61 
特別区 10 5 1 1 0 0 17 

計 87 23 5 5 0 1 121 
 

 

４-５自治体における歯科保健医療の施策の推進や啓発活動は障害（児）者のニーズを満たしているか 

 「貴自治体における歯科保健医療の施策の「推進や啓発活動は、障害（児）者のニーズを満たしてい

るとお思いますか？」の質問に、「ある程度満たしている」と回答した自治体が 40.5％と最も多かった。

「やや不足している」と「全く不足している」を合わせると 45.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1%

40.5%

38%

7%
13%

十分満たしている

ある程度満たしている

やや不足している

全く不足している

その他

N＝121 

図 10：歯科口腔保健法の認知 

図 11：障害（児）者のニーズへの対応 

N＝121 
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  1 十分              
満たしている 

2 ある程度         
満たしている 

3 やや               
不足している 

4 全く              
不足している 5 その他 計 

都道府県 1 19 18 0 5 43 
保健所設置市 0 24 20 9 8 61 

特別区 0 6 8 0 3 17 
計 1 49 46 9 16 121 

 

 

 

４-５-１障害（児）者のニーズを満たす施策や啓蒙活動 

 「どのような施策や啓蒙活動が障害（児）者のニーズを満たすことに繋がっていると考えますか？」

の質問には下記のような回答が得られた。 

l 障害者歯科検診（健診） 

l 訪問歯科健診 

l 心身障害児者歯科保健巡回指導事業 

l 障害（児）者歯科治療 

l 障害児・者歯科診療ネットワークを構築 

l 口腔保健支援センターの設置 

l 障害者施設職員対象の口腔ケア研修 

l 資料媒体を作成し必要な部署、関係機関に配布 

l かかりつけ歯科を持つことの重要性を啓発 

l 障害者の診療に対応可能と申出のあった歯科診療所の一覧を公開 

l 障害（児）者歯科診療に関する情報提供事業 

l 歯科医師を対象とした障害者歯科治療に関する研修 

l 障がい者福祉サービス等事業所」を対象に、職員を対象とした講習会 

 

４-５-２ 障害（児）者のニーズに対応できていない施策や啓発活動 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害（児）者のニーズに対応できいない施策や啓蒙活動としては、地域住民等利用者への情報提供が

65.5％と最も多かった。次いで、地域診療所との情報共有や連携が 60.0％であった。 

その他としては、ニーズが把握できていない、予算、食支援に対応できる施設の不足などがあった。 

 

 

 

４-５-３ 障害（児）者のニーズに対応するために必要なことと対応できない要因 

【障害（児）者のニーズに対応するために必要なこと】 

l 県立の障害者歯科診療所の増加 

地域⻭科診療所との情報共有や連携 33（60.0％） 

⾼次⻭科医療機関との情報共有や連携 26（47.3％） 

⼝腔保健センターとの情報共有や連携 16（29.1％） 

地域住⺠等利⽤者への情報提供 36（65.5％） 

⾃治体における⻭科専⾨職の配置 15（27.3％） 

その他 17（30.9％） 

表 7：ニーズに対応できていない施策や啓蒙活動 N＝55 
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l 障害者歯科相談医と高次歯科医療機関との役割分担の明確化 

l 障害の程度に応じた歯科医療提供体制の整備 

l 歯科医師の配置 

l 口腔保健センターの設置 

l 障害福祉サービス等事業所に対する歯科治療等の情報提供や研修の場の確保 

l 関係団体や歯科医療機関との連携体制の構築 

l 障害（児）者診療の可否や診療内容、施設設備等に関する医療機関リストの作成、公開 

l 本人・家族のニーズ等、実態把握 

l 療育施設での対応の整備 

【障害（児）者のニーズに対応できない要因】 

l 各市町に歯科専門職の配置がない。 

l 口腔保健支援センターがない地域での高次歯科医療機関と地域歯科診療所との連携及び行政機関

等との情報共有が難しい。 

l 予算不足 

l マンパワー不足 

l 障がい児者への歯科保健事業を実施する市町村が少ない。 

l 障がい者(児)が利用できる歯科医院の情報が把握できていない。 

l 麻酔科医師（歯科医師）不足 

 

４-６ 障害（児）者の歯科保健医療の推進に関し、自治体における課題と国に期待すること 

【自治体における課題】 

l 関係機関、課(者)との連携体制の整備 

l 高次歯科医療機関の不足 

l 地域での障害者歯科人材の不足 

l 専門的な歯科医療を提供する医療機関の地域偏在 

l 歯科医療機関に通院する際に人手が必要。同行受診に対するサポート、助成 

l 障害者のためのセンターの運営補助 

l 障がい児・者の歯科診療時の受入れ体制の充実 

l 障害（児）者の訪問歯科診療が可能である地域歯科診療所の把握や定期歯科健診の受診状況など

実態把握ができていない。 

l 特別支援学校、障害児者施設等における歯科疾患予防対策 

【国に期待すること】 

l 自治体への歯科職の配置を義務化 

l 都道府県における歯科専門職の複数配置（歯科保健業務専任）の義務化 

l 情報公開の義務化や歯科医療従事者の資質向上 

l 障害児・者施策の充実 

l 歯科保健の部署と障害関係部署と連携できる施策の提案ができるよう、国からの方針を示して欲

しい。 

l 障害者の歯科診療に対して、障害者専門の拠点歯科診療所の運営が円滑になるよう保険点数増額

について配慮をお願いしたい。 

l 障害児（者）への歯科検診等に対し、適切な診療報酬が支払われるよう制度の見直しをして欲し

い。 

l 障がい者施設においても入所者に関しては、幼保施設と同様に年 1 回以上の定期歯科健診の実施

の位置づけが必要とされる。 

l 障がい者歯科診療所（口腔保健センター等）に対する財政的支援 

l 全国レベルの調査 

l 見本となるべき自治体例を提供して欲しい。 
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名称
4-6　障害（児）者の歯科保健医療の推進に関し、貴自治体における課題や国に期待することについて、ご自由に

ご記入ください。

埼玉県

高次歯科医療機関の不足

地域での障害者歯科人材の不足

都道府県における歯科専門職の複数配置（歯科保健業務専任）の義務化

兵庫県 歯科保健の部署と障害関係部署と連携できる施策の提案ができるよう、国からの方針を示していただきたい。

長崎県

巡回による障害者の歯科診療を実施しているが、新型コロナウイルス感染症の影響で、施設への巡回計画が予定

通りできないため、地域で歯科診療が必要な障害者の治療できず悪化することに懸念を感じている。

国には、障害者の歯科診療に対して、障害者専門の拠点歯科診療所の運営が円滑になるよう保険点数増額につい

て配慮をお願いしたい。

三重県
障がい児・者の歯科診療時の受入れ体制の充実が課題であると考えます。

障がい児・者の歯科健診が制度化されるよう期待します。

北海道
公共交通機関を含めたサービスの撤退・集約化や地域の歯科医師の高齢化及び後継者不足等により、特に郡部に

おける歯科医療提供体制の維持が困難となっている。

大分県 障がい者歯科診療所（口腔保健センター等）に対する財政的支援

滋賀県 専門性の高い歯科保健医療人材の増加。

宮崎県

特別支援学校、障がい児者施設等における歯科疾患予防対策が必要であるが、なかなか取り組めていない。障が

いのある者こそ予防が重要と考えており、文部科学省から特別支援学校におけるフッ化物洗口等のフッ化物応用

の推進をしてもらえるよう厚生労働省へ働きかけてほしい。

岩手県 麻酔科医（歯科医師）の確保

茅ヶ崎市
関係機関、課(者)との連携体制の整備。

国が、自治体への歯科職の配置を義務化。

八尾市
各地域に障がい者(児)が安心して通院できるような歯科医院を増やしてほしい.機材、専門職等を導入するための

予算化をしてほしい。

姫路市 国に期待することとして、情報公開の義務化や歯科医療従事者の資質向上

横浜市 国の障害児・者施策の充実を期待する。

尼崎市
今回のように、全国レベルの調査によって、本市の現状（レベル）を把握し情報提供いただくこと。

見本となるべき自治体例を提供いただきたい。

長崎市 今後、各機関と情報共有と連携を図りたい

佐世保市
障がい者施設においても入所者に関しては、幼保施設と同様に年1回以上の定期歯科健診の実施の位置づけが必要

とされる。

高知市
障害（児）者の歯科保健医療の推進のためには，乳児期からの口腔機能育成の視点で早期からの療育が必要であ

ると考えるが，地方では摂食嚥下も含めた対応のできる歯科医療機関がほとんどなく整備が望まれる

名古屋市
障害（児）者の訪問歯科診療が可能である地域歯科診療所の把握や定期歯科健診の受診状況など実態把握ができ

ていない。

沖縄県 障害児（者）への歯科検診等に対し、適切な診療報酬が支払われるよう制度の見直し。

京都市

障害者歯科診療の拠点を増やすことは，財政面でも専門性の高い人材の確保の面でも，市町村では限界があり，

非常に困難である。一方で，地域の歯科医院において，障害者歯科診療を受け入れていただくにしても，設備面

や診療報酬面で課題も多い。そもそも障害者歯科診療の医療資源は地域によって偏りがあるため，障害者歯科提

供体制の充実については，国の支援又は国が直接対策を行うことが必要と感じる。

大津市 専門的な歯科医療を提供する医療機関の地域偏在

新宿区
歯科医療機関に通院する際に人手が必要。同行受診に対するサポート、助成

障害者のためのセンターの運営補助

台東区 必要性は感じているが、課題や取組み方など具体的な検討をすることができていない。



90  

 

考察 
過去の厚労科研での障害者等への⻭科保健医療サービスの提供状況に関する調査での調査内容を踏襲し、
2012年から2019年までの7年間の推移を踏まえた障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握
及びその提供体制構築のための調査研究で⾃治体にアンケート調査を⾏った。154⾃治体（47県、84市、2
3特別区）にアンケートを送付し、121⾃治体（43県、61市、17特別区）より回答を得た。回答率は78.5％
であった。 
自治体の規模にもよるが、常勤歯科医師が配置されていない自治体が最も多く（47.1％）、次いで１名配

置されている自治体が 38.8％であった。非常勤、嘱託歯科医師は 9 割以上の自治体で配置されていなか

った。常勤歯科衛生士についても配置されていない自治体が最も多く（31.4％）、次いで４名以上配置さ

れている自治体が 28.9％であった。非常勤歯科衛生士は約 6 割の自治体で配置されておらず、嘱託歯科

衛生士や 8 割以上の自治体で配置されていなかった。自治体で「口腔保健支援センターを設置していま

すか？」の質問に「はい」と答えた自治体は 49（40.5％）であった。「口腔保健支援センター設置により、

障害（児）者に対する歯科保健医療サービスの向上に効果があると感じていますか」の質問に、「ある程

度感じる」と答えた自治体が最も多く（57.1％）、同問いで「十分感じる」と回答した理由としては、関

係部署との連携がとりやすくなった、歯科保健医療関係者に対する研修等ができているなどがあった。

「あまり感じない」と回答した理由としては、障害（児）者に対する歯科保健医療サービス事業に特化

したものではないなどがあった。これまでのアンケートと同様に、地域での緊密な連携が重要であるこ

とが示唆された。 

「地域住民の健康づくりの推進に係る歯科口腔保健に関する計画を策定していますか」の質問に、「策定

している（健康増進計画とともに策定）」と答えた自治体が 54.5％と最も多く、ついで「策定している（歯

科単独）」と答えた自治体が 42.0％であった。しかしながら「障害（児）者に関する歯科保健の推進や普

及啓発等に係る目標を策定する必要性を感じますか」の質問に、「必要性は感じるが、策定できていない」

と回答した自治体が 67.2％と最も多かった。自治体の業務の中で、歯科専門職がいない中では、限界が

あると感じられた。障害（児）者に対する定期的な歯科検診（健診）の実施体制の整備に係る事業では、

普及啓発事業、地域歯科診療所や高次歯科医療機関との連携事業が 40.7％、口腔保健センターとの連携

事業が 24.1％であった。その他の事業としては、障害者歯科診療センターの設置、歯科医師会への補助

金交付、歯科医師会との連携事業等があった。 

障害（児）者のニーズに対応できいない施策や啓蒙活動としては、地域住民等利用者への情報提供が

65.5％と最も多かった。次いで、地域診療所との情報共有や連携が 60.0％であった。自治体における課

題を列挙してもらったところ、関係機関、課(者)との連携体制の整備・高次歯科医療機関の不足・地域

での障害者歯科人材の不足・専門的な歯科医療を提供する医療機関の地域偏在等が挙げられた。また、

国に期待することを挙げてもらうと、自治体への歯科職の配置を義務化・都道府県における歯科専門職

の複数配置（歯科保健業務専任）の義務化・障がい者歯科診療所（口腔保健センター等）に対する財政

的支援等が挙げられた。これまでのアンケート調査同様、地域との緊密な連携は、自治体の歯科関係者

の増員も一つの手段と考えられた。自治体の中核に歯科医療関係者が不在の現在では、目標設定や施策

に偏りがあると考えられた。 

 

参考⽂献 
5) 内 閣 府  令 和 ２ 年 版 障 害 者 ⽩ 書

https://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/r02hakusho/zenbun/index-pdf.html 令和 3 年 5⽉ 23
⽇アクセス 

6) 「⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項」中間評価報告書（案）厚⽣科学審議会地域保健健康増
進栄養部会. https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/000359294.pdf 2020.1.27 アクセス 

7) 三浦宏⼦ほか「⻭科⼝腔保健の推進に関する総合的な研究」厚⽣労働科学特別研究（Ｈ-23-特別-指
定-012）2011. 

8) 三浦宏⼦ほか「⻭科保健医療サービス提供困難者に対する⻭科保健医療サービスの実施に関する研
究」厚⽣労働科学特別研究（Ｈ-28-特別-指定-013）2016. 
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資料３ 

 
 

 

 

《ご記入に当たってのお願い》

◆ 回答は１から順にマウスまたはタッチパット（ノートPC)のスクロールで

お進みください。

（選択した回答肢に☆、★印があるものは、指示の通りに進んでください）

※ 注. Tabキー、ENTERキー、カーソル機能を利用する場合、順に進まない

 場合があります。

◆ 回答の際は、質問の内容をよく読んで、指示に従ってお答えください。

◆ 選択肢があるものには、あてはまる番号（1,2,3…）のチェックボタンを

指定してください。

選択の数（一つ、複数）は設問により異なりますのでご注意ください。

◆ 回答肢に『理由』『具体的に』が設けられている場合は、チェックボタンに

チェックを入れて、数字や具体的な回答を入力してください。

◆ ご記入頂いた内容は統計的な集計解析以外には使用いたしません。

また、個別機関の記載内容について使用・公表することはいたしませんので

忌憚のないご回答をお願いいたします。

《締め切りについて》

ご多用のところ恐縮ですが、令和　３　年　１　月　２２　日( 金 ）までに、

下記のアドレスまでご送付下さいますようお願い申し上げます。

《お問い合わせ先》

このアンケートに関するお問い合わせは、下記宛までお願い致します。

※メールタイトルに「厚労科研　施設名」を記載ください

厚生労働科学研究事業

障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握及びその提供体制構築のための調査研究

歯科保健医療サービス提供困難者に対する

歯科保健医療サービス実施に関するアンケート

＜自治体宛＞

昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座口腔衛生学部門

koeisei@dent.showa-u.ac.jp
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〒

《アンケート調査への同意》

１．歯科保健事業に従事する職員の配置状況についてお伺いします。

※ただし、口腔保健センター、教育及び医療に従事している方（歯科衛生士

　の養成所職員や県立病院の歯科医師など）は対象から除きます。

(令和２年１２月１日時点)

＜全員回答＞

  ※  配置していない場合は「0」とお書きください。

a. 歯科医師 名 名 名

b. 歯科衛生士 名 名 名

c. 保健師 名 名 名

d. その他

( )

常勤 嘱託

名名 名常勤 非常勤 嘱託

常勤 嘱託非常勤 

非常勤 

住所

常勤 嘱託非常勤 

部署名

★アンケートにご回答頂ける場合、同意するにチェックをお願い致します。★

１－１　配置されている職種および雇用形態について、各々の人数をお書きください。

ご記入者について

お名前

役職

職種

連絡先

(電話番号)

(メールアドレス)

貴自治体について

自治体名

同意する 同意しない
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２．口腔保健支援センターの設置状況をお伺いします。

＜全員回答＞

名 名 名

名 名 名

) 名 名 名

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

西

暦
年 月 日

具体的

に

設置予定

年月日

２－1－３

 理由

 理由

該当するものを１つ選び、○
にチェックをつけて下さい。

常勤

該当するものを１つ選び、○
にチェックをつけて下さい。

非常勤 

 理由

障害(児)者に関する歯科保健
施策の推進にあたり、口腔保
健支援センターの必要性を感
じますか？  理由

嘱託 

 理由２－1－２

口腔保健支援センター設置に
より、障害(児)者に対する歯
科保健医療サービスの向上に
効果があると感じています
か？

★　質問２－１で「2.　いいえ」と回答された方にお伺いします。

 理由

 理由

具体的

に

  c. その他（

　b. 歯科衛生士

　a. 歯科医師

常勤 非常勤 嘱託 

２－１   貴自治体では口腔保健支援センターを設置していますか？

☆　質問２－１で「1. はい」と回答された方にお伺いします。

２－1－1

配置されている職種および雇用形態について、各々の人数をお書きください。

※１－１の配置状況と重複しても構いません。 配置していない場合は「0」とお書きください。

常勤 非常勤 嘱託 

1. はい ☆へ 2. いいえ ★へ

1. ⼗分感じる

2. ある程度感じる

3. あまり感じない

4. 全く感じない

5. その他

1.  必要性を感じ、今後設置を予定している

2.  必要性を感じるが、設置は未定である

3.  あまり必要性を感じない

4.  全く必要性を感じない

5.  その他



94  

 
 

 

３．健康増進計画の策定についてお伺いします。

＜全員回答＞

西

暦
年 月 日

西

暦
年 月 日

年 年 年

年 年 年

年 年 年

年

年

策定予定

年月日

３－1－1

歯科単独の計画、もしくは健康増進計画の中に含まれている歯科計画の中に「障害(児)者に関する

貴自治体では、地域住民の健
康づくりの推進に係わる歯科
口腔保健に関する計画を策定
していますか？

該当するものを１つ選び、○
にチェックをつけて下さい。

策定予定

年月日

３－１－１－１

計画内に策定された障害(児)者の歯科保健に関する具体的な目標を下記にご記入下さい。

３－1

質問３－１で「 1．策定している（歯科単独）」、「 2．策定している（健康増進計画とともに策定）」
と回答された方にお伺いします。

お願いいたします。なお、回答欄が足りない場合、別シート「※3-1-1-1」に続けて記載をお願い致します。

策定時現状値 直近実績値 目標値

歯科保健」の推進や普及啓発等に係わる目標を策定していますか？

☆　質問３－１－１で「 1．はい」と回答された方にお伺いします。

３－１－１－２

目標策定のための基準や資料収集を目的として、障害(児)者の歯科保健に関する実態調査を行って

(調査年:西暦) (調査年:西暦) (目標年度)

さらに、策定時の現状値、直近の実績値、目標値を設定し評価を行っている場合はそちらも併せてご記入を

て頂きますようお願いいたします。

目標項目

いる場合は下記にご記入をお願いいたします。また、アンケート返信時に実態調査の調査票を添付し

なお、回答欄が足りない場合、別シート「※3-1-1-2」に続けて記載をお願い致します。

目標項目 調査対象 調査項目 調査年度：西暦

1.  策定している（⻭科単独）

2.  策定している（健康増進計画とともに策定）

3. 策定する予定（⻭科単独）

4. 策定する予定（健康増進計画とともに策定）

5. 策定しておらず、予定もない

1. はい ☆へ 2. いいえ ★へ
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★　質問３－１－１で「 2．いいえ」と回答された方にお伺いします。

４．業務内容についてお伺いします。

＜全員回答＞

４－１－１  
障害（児）者に関する歯科保健施策として、具体的にどのような事業を行っていますか？
該当するもの全てにチェックをつけて下さい。

（具体的に )

（具体的に )

    （具体的に )
    

(具体的に )

（具体的に ）

☆　質問４－１で「 1. 障害（児）者に関する歯科保健施策の推進」 と回答された方に
　　お伺いします。

該当するものを１つ選び、
○にチェックをつけて下さい。

取り組まれている
業務内容について、
該当するもの全て
にチェックをつけ
て下さい。

４－１

３－１－１－３

具体的に

具体的に

「障害(児)者に関する歯科保
健」の推進や普及啓発等に係
わる目標を策定する必要性を
感じますか？

1. 必要性を感じ、今後策定していく予定

2. 必要性は感じるが、策定できていない

3. あまり必要性を感じない
4. 全く必要性を感じない

5. その他

1. 障害(児)者に関する⻭科保健施策の推進 ☆ へ

2. 障害(児)者の⻭科保健に関する研修会・講座等の開催 ★へ

3. どちらも該当しない

4. その他

1. う蝕予防に関する事業

2. ⻭周病予防に関する事業

3. ⼝腔機能に関する事業

4. 障害(児)者に対する定期的な⻭科検診(健診)の実施体制の整備に係る事業

5. その他

2. フッ化物洗⼝事業

4. 予防填塞(シーラント)事業

5. その他

1. 普及啓発事業

3. フッ化物塗布事業

2. ⼝腔清掃指導事業

4. その他1. 普及啓発事業

3. ⻭周病検診事業

2. 摂⾷嚥下事業

4. ⾔語聴覚事業1. 普及啓発事業

3. ⾷育事業

5. ⼝腔習癖予防事業
6. その他

2. 地域⻭科診療所や⾼次⻭科医療機関との連携事業

1. 普及啓発事業

3. ⼝腔保健センターとの連携事業

4. その他

2. 障害(児)者⻭科診療に関する情報提供事業

3. その他

1. 専⾨職⼈材育成事業
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＜全員回答＞

　　　　　　　　　　

＜全員回答＞

☆　質問４－３で「1．はい」と回答された方にお伺いします。

　　　　　　　　　　

具体的に

該当するもの全てに
チェックをつけて下さ
い。

研修会・講座等の内容
として、どのような
テーマを取り扱うこと
が多いですか？

具体的に

研修会・講座等の開催頻
度について、平均した際
に最も近いものを１つ選
び、○にチェックをつけ
て下さい。

★　質問４－１で「 2. 障害(児)者の歯科保健に関する研修会・講座等の開催」と回答された
　　方にお伺いします。

該当するもの全てにチェックをつけて下さ
い。

具体的に

４－１－２

障害者歯科への知識や
理解を深めることを目
的とした研修会・講座
等について、該当する
もの全てにチェックを
つけて下さい。

４－３

障害(児)者が専門的な歯科治療を受けられる施設等、提供体制についての相談を受けることがあり

ますか？

具体的に

該当するもの全てに
チェックをつけて下さ
い。

貴自治体では、どのよ
うな施設や機関等と連
携を図っていますか？

４－１－４

４－２

４－１－３

４－３－１

どのような内容の相談を受けることが多い
ですか？

具体的に

1. ⻭科医師、⻭科衛⽣⼠向けに開催
2. ⻭科以外の医療従事者向けに開催
3. 障害(児)者⽀援施設向けに開催
4. 特別⽀援学校の教職員向けに開催

5. 地域住⺠、利⽤者向けに開催

6. その他

1. ブラッシング⽅法等の⻭科保健指導について
2. う蝕の説明や予防について
3. ⻭周病の説明や予防について
4. 障害(児)者に関する知識や理解の推進

5. 摂⾷嚥下や構⾳機能等の⼝腔機能について

6. その他

1.  １か⽉に１回
2.  ３か⽉に１回
3.  半年に１回

4.  年に１回

5.  その他

1. 障害（児）者⻭科診療が可能な地域⻭科診療所
2. ⾼次⻭科医療機関（⼤学病院の⻭科等）
3. ⾼次医療機関（医科病院等）
4. 地域⻭科医師会
5. ⼝腔保健センター

7. その他
6. 連携なし

1. はい ☆へ 2. いいえ

1. 障害（児）者⻭科診療が可能な地域⻭科診療所の紹介

2. 障害（児）者⻭科診療が可能な⾼次⻭科医療機関の紹介

3. ⼝腔保健センターの紹介

4. その他

（ 大学病院の歯科等 )
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＜全員回答＞

＜全員回答＞

具体的にご記入下さい。

　　　　　　　　　　

４－６

障害（児）者の歯科保健医療の推進に関
し、貴自治体における課題や国に期待す
ることについて、ご自由にご記入くださ
い。

質問は以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

不足している点を改善するために必要な
こと、もしくは改善したいが現実的には
困難だと感じる点がございましたら、具
体的にご記入下さい。

４－５－２

不足していると思われる点につい
て、該当するもの全てにチェックを
つけて下さい。

４－５－３

４－５

☆　質問４－５で「1. 十分満たしている」または「2. ある程度満たしている」と回答された
    方にお伺いします。

４－５－１

具体的に

具体的に

どのような施策や啓発活動が障害
（児）者のニーズを満たすことに繋
がっていると考えますか？

★　質問４－５「3.やや不足している」または「4. 全く不足している」と回答された方に
　　お伺いします。

貴自治体における歯科保健医療の施
策の推進や啓発活動は、障害（児）
者のニーズを満たしていると思いま
すか？

該当するものを１つ選び、○に
チェックをつけて下さい。

４－４

「歯科口腔保健の推進に関する法律」
（通称：歯科口腔保健法）の中に
「障害者等が定期的に歯科検診（健
診）または歯科治療を受けることが
できるようにする」とした内容が記
載されていることをご存知ですか？
該当するものを１つ選び、○にチェ
ックをつけて下さい。

具体的に

1. よく知っている

2. やや知っている

3. あまり知らない

4. 全く知らない

5. その他

1. ⼗分満たしている ☆へ

2. ある程度満たしている ☆へ

3. やや不⾜している ★へ

4. 全く不⾜している ★へ

5. その他

1. 地域⻭科診療所との情報共有や連携

2. ⾼次⻭科医療機関との情報共有や連携

3. ⼝腔保健センターとの情報共有や連携

4. 地域住⺠等利⽤者への情報提供

5. ⾃治体における⻭科専⾨職の配置

6. その他
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